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研究成果の概要（和文）：フレイルは、改善の見込みがあるものとされている。フレイルの予防やフレイルから
の改善を目的とする場合に、どのような活動がフレイルと関連しているかについては、十分に明らかにはされて
いなかった。本研究により、フレイルである場合、身体活動だけでなく、日常生活における様々な活動の実施が
減少することが示された。さらに、フレイルからの改善に対して、これらの活動を積極的に行うことが関係して
いることが示された。

研究成果の概要（英文）：Frailty is considered to be a potential for improvement. Which types of 
activities are associated with frailty was not clear. The present study showed that engagement of 
various activities as well as physical activity was decreased in older adults with frail. 
Furthermore, engagement in activities was associated with improvement from frail.
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
地域在住高齢者に対する介護予防事業に資する取り組みを行う場の一つとして、地域に根差した「通いの場」へ
の参加と継続を促進することが重要な課題とされている。フレイルは、介護予防のために積極的にアプローチす
べき状態である。そのため、フレイルに対し、身体活動だけでなく、知的活動や社会活動など多様な活動を行う
ことが、フレイルの改善に寄与できるかもしれないことを示唆できた点が、本研究の意義と考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

フレイルは、生活機能障害をはじめとした転倒、入院、死亡などの adverse health outcomes に

対して、リスクが高いことが知られてきた 1。一方で、健常と要介護状態の中間と位置づけられ、

改善の見込みが残されている、いわば可逆性の状態であると認識されている 2。そのためフレイ

ルへの介入方法の開発に注目が集まってきた。フレイル診療ガイドでは、運動を用いた介入方法

や、運動と栄養など複合的な介入の実施が推奨された 3。適切なスクリーニングを経て、改善の

見込みがあるものに対しては、そのような効果が見込める介入を集約的に実施することが望ま

しい。一方で、より多くの人に対してフレイルの予防やフレイルからの改善を目的とする場合に

は、日常生活の中で実施することができる活動を、できるだけ多く実施してもらう必要がある。

実際、地域在住高齢者に対するフレイルの問題に取り組む場の一つとして、地域に根差した「通

いの場」への参加と継続を促進することが最重要課題とされている 4。しかし、フレイルからの

改善と日常生活における活動との関係については明らかにされておらず、改善因子について明

示できれば、健康寿命延伸のための取り組みをより一層推進することと考えられる。さらに、改

善因子として日常生活における身体活動・知的活動・社会活動に着目し修正可能な要因として検

討することで、介入ないし予防方法の開発に寄与できる研究になると考えられる。 

 

２．研究の目的 

 本研究の目的は、地域在住高齢者を対象に縦断調査を実施することで、フレイルの移行を同定

し、活動スタイル（頻度・内容）を経時的に評価することで、フレイルの移行との関連を検討す

る事とする。 

 

３．研究の方法 

 75 歳以上の地域在住高齢者を対象とした機能健診に参加した者を対象に、日々の活動のモニ

タリングを高齢者自身により記録を取り、機能健診では、基本属性、医学的情報に加え、フレイ

ルの評価を行った。対象者は、初年度に機能健診を受診した者で、活動記録を行い、次年度に再

度機能健診を受診したものを対象とした。 

 身体的フレイルの評価は、以下に上げる各構成要素の基準を満たし、1～2 つ該当した場合を

プレフレイル、3 つ以上に該当した場合をフレイルとする 5, 6。 

体重減少：6 ヶ月間で 2～3kg 以上の体重減少がある（基本チェックリストより） 

活力低下：（ここ 2 週間）わけもなく疲れたような感じがする（基本チェックリストより） 

活動減少：軽い運動・体操や定期的な運動・スポーツをいずれも行っていない 

筋力低下：握力を測定し、男性は 26kg 未満、女性は 18kg 未満に該当した場合 

歩行能力低下：歩行速度を測定し、1.0m/s 未満に該当した場合 

フレイルからの改善は、初年度と次年度のフレイルの評価を用いてプレフレイルから健常へ

の移行、もしくはフレイルから健常またはプレフレイルへの移行した場合と定義した。 

活動の記録は、歩数の記録に加えて身体的活動、知的活動、社会活動の実施の有無を毎日記録

した（各活動において 6 項目に対する実施）。 

 

４．研究成果 

 初年度の機能健診を受診した者でフレイルの評価を行えたものは 970 名（平均年齢 79.8 歳、

女性 51.3％）であった。フレイルの評価の内訳は、健常 441 名（43.2％）、プレフレイル 434 名

（42.5%）、フレイル 95 名（9.3%）であった。その中で、活動記録を付けた者が 601 名であった。



初年度の調査におけるフレイルの状態と各活動の関連を見ると、一日の平均歩数、総活動種類（1

日当たりの平均）、身体活動数、知的活動数、社会活動数のいずれにおいても、フレイルである

と低値であった（all p < .05）。活動記録の各指標間の相関は、いずれの指標間においても弱い相

関関係が認められた（r: 0.15 ~ 0.36, all p < .05）。さらに、次年度も健診を受診した者の中で、活

動の記録データが有効であった者に限って縦断的な解析を行った。その結果、フレイルの改善が

みられた者が 64 名、そうでない者が 134 名であった。改善した者とそうでない者の活動状況を

比較すると、改善した者の方が一日の平均歩数が多かった（p = .004）。また、各活動の 1 日当た

りの実施数についてみてみると、身体活動の実施（p = .023）、知的活動の実施（p = .080）、社会

的活動の実施（p = .049）、のいずれにおいても、フレイルからの改善を示した者は活動の実施数

が豊富な傾向がみられた。 

 これらの結果から、フレイルであると身体活動だけでなく、日常生活における様々な活動の実

施が減少することが示された。さらに、フレイルからの改善に対して、これらの活動を積極的に

行うことが関係していることが示された。身体活動を維持、促進することが高齢期における健康

増進に寄与することは広く知られてきた 7。本研究は身体活動のみならず、認知的活動、社会活

動がフレイルと関連し、さらにはその改善に寄与できる可能性を示せたことが重要な点である

と考える。認知的活動は、レジャー活動の一つとして、認知症の発症との関連性 8や要介護発生

などの生活機能障害との関連性 9が今までに報告されてきた。同様に、社会活動についても、今

までの報告では、認知機能低下・認知症 10, 11や生活機能障害 12などとの関連が報告されてきた。

本研究によりフレイルに対しても関連性が認められたことで、活動の減少というものが各種健

康アウトカムのリスク因子の一つであることが示された。その背景には直接的なメカニズムが

存在する可能性もあるが、活動の減少が各機能低下や障害のサロゲートマーカーである可能性

によってフレイルとの関係性が支持されたと考えられる。フレイルからの改善において、各活動

が豊富にできていることが関連したことを踏まえると、各活動を元にした介入により活動の実

施がフレイルの改善に寄与できるかをランダム化比較試験などで検証していく必要があると考

えられる。 
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